
報道発表 Press Release No: 172-19-6  

2019年 5月発行            農林水産政策研究所  

 

 

近隣に食料品店が少ないと生鮮食品の摂取少ない 

野菜・果物は月 2.7回減、肉・魚は 0.9回減 
 

日本では、近隣の食料品店の大幅な減少から、高齢者を中心に食料品の購入に不便や困難が

生じていることが社会問題になっています。そこで私たちは、食料品店へのアクセスと野菜・果物、

肉・魚の摂取頻度との関係について、65歳以上の高齢者 83,384名 （男性 46.3%）を対象に調べ

ました。その結果、近隣に食料品店が「少ない」と回答した住民は、「多い」と回答した住民に比べて、

野菜・果物は月に 2.7回、肉・魚は 0.9回、摂取頻度が少なくなりました。一方、居住地から食料品

店まで 1km以上と「遠い」地域に住む住民の方が、1km未満と「近い」地域の住民よりも、野菜・果

物の摂取頻度が多くなりました。 

食料品店が少ないと回答した住民は、多いと回答した住民より野菜・果物や肉・魚の生鮮食品を

購入する機会が少ないのかもしれません。健康的な食生活のためには、誰もが新鮮な食料品を購入

できる環境を整える地域づくりが必要と考えられます。 

 

お問合せ先： 農林水産政策研究所 （客員研究員） 山口美輪 yamaguchi3005@gmail.com  
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主観的な食料品店の多さ

考慮した項目：年齢、性、家族構成、婚姻状況、body mass index、
日常生活動作、残歯数、現在治療中の疾患、喫煙状況、等価所得、教
育年数、都心郊外・農村、車の利用、コンビニエンスストアの数、地
面の傾斜

*p-value < 0.001
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客観的な食料品店までの距離
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83,384名の高齢者において、近隣の食料品店が「少ない」と回答した住民の
野菜・果物は2.7回/月、肉・魚は0.9回/月摂取頻度が少なくなった。
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■背景 

日本では、食料品店の大幅な減少から、高齢者を中心に食料品の購入に不便や困難が生じていることが社会問

題になっています。日本を含めたアジア地域では住居から近隣の食料品店への行きやすさ（食料品アクセス）と生

鮮食品の摂取との関係についてはまだ十分に明らかにされていません。そこで私たちは、高齢者における食料品ア

クセスと野菜・果物、肉・魚の摂取頻度との関係について調べました。 

■対象と方法 

日本老年学的評価研究の 2010年の横断データを使用し、地域を学校区単位で分けて 426学校区に住む自立し

た 65歳以上の高齢者 83,384名 （男性 38,615名、女性 44,769名）を分析対象としました。主観的な指標につ

いて、質問票で新鮮な野菜や果物が手に入る商店・施設が「たくさんある、ある程度ある」と回答した者と、「あまりな

い、全くない」と回答した者を、それぞれ近隣の食料品店が「多い」、「少ない」としました。客観的な指標について、

学校区を地域単位として居住地から近隣の食料品店までの平均推定距離（m）を地理的な情報を用いて測定しま

した。この平均推定距離が 1km未満であれば食料品店まで「近い」、1km以上であれば「遠い」としました。野菜・

果物、肉・魚の摂取頻度については、質問票の回答から得たここ 1か月の間の野菜・果物と肉・魚の摂取頻度を

（回/月）用いました。これらより、食料品アクセスの客観的、主観的な指標と、野菜・果物と肉・魚の摂取頻度との関

係についてそれぞれ分析しました。また、学校区を都心・郊外と農村に分けて同じように分析しました。 

■結果 

主観的指標の近隣の食料品店が「少ない」と回答した住民は、「多い」 と回答した住民よりも野菜・果物が 2.7回/

月、肉・魚は 0.9回/月摂取頻度が少なくなりました。食料品アクセスと摂取頻度との関係は、肉・魚よりも野菜・果

物の方が強い傾向でした。反対に客観的指標では、食料品店まで「近い」地域に住む住民に比べて、「遠い」地域

に住む住民は野菜・果物の摂取頻度が 2.7回/月多くなりました。食料品店まで「遠い」地域に住む住民のうち、近

隣の食料品店が「少ない」と回答した人は 35%でした。また、都心・郊外と農村に分けて行った分析でも同様の傾

向が得られ、都心・郊外の方が明らかな関係がみられました。 

■結論  

近隣の食料品店が少ないと回答した住民は、多い回答した住民より野菜・果物や肉・魚などの生鮮食品を購入する

機会が少ないのかもしれません。この結果だけでは健康への影響は分かりませんが、高齢者が食料品を買いに行き

やすい環境づくりが必要と考えられます。一方、客観的な指標の結果から、地域の食料品店までの距離では十分

考慮できない要素があった可能性があります。例えば、おすそ分けなど農水産物が手に入りやすい農業・漁業の盛

んな地域は、個人の野菜・果物や肉・魚の摂取頻度と関係するかもしれません。食料品アクセスの改善を検討する

ために、今後、多面的な評価が必要と考えられます。 

■本研究の意義  

この研究は、誰もが新鮮で健康的な食料品を購入できる環境を整える地域づくりが必要であることを示しました。 
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